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小学校統合についての説明会

多田グリーンハイツ地区

川西市教育委員会

H28.1.16

１．統合について

単学級だからといって、｢学校教育｣ができないということはないのではないか。

≪デメリット≫
＊児童の良さが多面的に評価されなくなる可能性があります。
＊学級のルールや児童の中の価値観が固定化されがちになり、多様なものの
見方や考え方を学ぶ機会が少なくなります。

＊学級分割やグループ別学習など、柔軟な指導形態をとる上で一定の制約が
生じます。

＊球技・ゲーム等は内容により学習指導が困難になることがあります。
＊人間関係上の問題が発生した場合、学級編成替えなどによる問題の解消が
できません。

◎児童の学習・生活面

≪メリット≫
＊学習活動や学校行事等において、児童一人ひとりの活躍や登場の機会を
多く保障できます。

＊児童相互、児童と教職員の人間関係が深まりやすくなります。
＊運動場をはじめ、特別教室の使用において制約を受けにくくなります。
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１．統合について

単学級だからといって、｢学校教育｣ができないということはないのではないか。

≪デメリット≫
＊学年を一人の教員で経営することになるため、日常的な教材研究、校務分
掌等、負担が大きくなります。

＊緊急時の対応や、学級経営に問題が生じた場合等、同学年教員による支援
体制を構築することが難しくなります。

＊遠足等は、計画から実施まで教員一人で行うことになり、負担が大きくな
ります。また、遠足等、校外学習等における児童一人あたりの単価が高く
なる可能性があります。

◎学校の運営面

≪メリット≫
＊複数教員が相互に連絡調整しながら行う教育活動を一人で行うため、一貫
性を持たせやすいとともに、活動内容等の制約が少なくなると思われます。

１．統合について

単学級にならないように、教職員の人数を増やせばいいのではないか。

★市独自に学級定員を変え、市費による教職員を配置するのは難しいと考え
ています。それにより、市立学校全体にも影響を及ぼすうえ、これから恒
久的に配置する可能性が出てきます。

★公立学校の学級編制及び教職員定数については、「公立義務教育諸学校の
学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」によって定められており、
それに基づき県費で教職員は配置されています。学級あたりの定員は、
１年生は３５人、２～６年生は４０人を標準とする基準があります。
兵庫県は、少人数加配として、１～４年生まで３５人、５・６年生は４０
人としています。

★国や県に対しては、「中学校３年生まで１クラス３５人にしてほしい」と
いうことを、引き続き要望していきます。
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１．統合について

なぜ平成３０年度に統合するのか。

★小学１年生という学年で単学級になり、その状態が６年間継続する見込み
だからです。

年度 当該地区（２７年度推計）

平成２８年度

平成２９年度 陽明小１年３４人

平成３０年度

平成３１年度 陽明小１年３１人

平成３２年度 緑台小１年２８人 陽明小１年２４人

平成３３年度 緑台小１年２８人 陽明小１年２６人

２．統合校の使用施設について

なぜ、陽明小学校に統合するのか。緑台小学校の方が使いやすいのではないか。

項目 緑台小学校 陽明小学校

創立 昭和４６年 昭和４９年

建築 昭和４６～５０年 昭和４９年～平成８年

構造・階層 鉄骨鉄筋コンクリート４F 鉄骨鉄筋コンクリート３F
校舎面積 ６，６５３㎡ ５，８０１㎡

敷地面積 １７，４９８㎡ １９，８００㎡

運動場面積 １４，４２４㎡ ９，６７７㎡ (広場込１６，４４０㎡)

通学最遠距離（高低差） ２．１㎞（６６ｍ） ２．３㎞（４９ｍ）

教室数 ２２ １９

給食室（㎡・建築年） １７０㎡・昭和５３年 １８６㎡・昭和４９年

Ｈ３０年度児童数 ３０５人（１年３９人） ２８１人（１年４７人）

留守家庭児童（クラス） ３４人（１クラス） ２７人（１クラス）

中学校距離 １．５㎞ ０．３㎞

最遠通学距離 ２．１㎞ ２．３㎞
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２．統合校の使用施設について

緑台小学校の方が児童数が多いのに、なぜ陽明小学校に統合するのか

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度

緑台 陽明 緑台 陽明 緑台 陽明 緑台 陽明 緑台 陽明 緑台 陽明

１年 ４４ ４０ ５０ ３４ ３９ ４７ ３８ ３１ ２８ ２４ ２８ ２６

２年 ６８ ５３ ４４ ４０ ５０ ３４ ３９ ４７ ３８ ３１ ２８ ２４

３年 ５６ ６２ ６８ ５３ ４４ ４０ ５０ ３４ ３９ ４７ ３８ ３１

４年 ４８ ４５ ５６ ６２ ６８ ５３ ４４ ４０ ５０ ３４ ３９ ４７

５年 ５２ ４８ ４８ ４５ ５６ ６２ ６８ ５３ ４４ ４０ ５０ ３４

６年 ５３ ５３ ５２ ４８ ４８ ４５ ５６ ６２ ６８ ５３ ４４ ４０

計 ３２１ ３０１ ３１８ ２８２ ３０５ ２８１ ２９５ ２６７ ２６７ ２２９ ２２７ ２０２

全体

１年

２０人

４人

３６人

１６人

２４人

８人

２８人

７人

３８人

４人

２５人

２人

平成２７年度推計 通常学級児童数

差

分

３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい

小中一貫教育の全国的
な広がり

出展：小中一貫教育の制度化についての実態調査（文部科学省）より

○実施市町村 ２１１市町村

箕面市 平成２０年度～
吹田市 平成２３年度～
姫路市 平成２３年度～
大阪市 平成２４年度～
池田市 平成２６年度～
神戸市 平成２６年度～
高砂市 平成２６年度～
小野市 平成２７年度～

等
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３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい

□ 学級担任制
□ 単元テスト重視
□ 意欲・関心・態度の重視
□ 緩やかな生徒指導
□ 部活動なし

□ 教科担任制
□ 定期考査重視
□ 知識・技能の重視
□ 厳しさのある生徒指導
□ 部活動あり小学校

中学校

★子どもの早期発達への対応
★きめ細やかな学習活動の充実
★学ぶ意欲の醸成と学び方の定着
★自尊感情の育成

３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい

小中一貫教育により、学習意欲の向上や中１ギャップ（小学校から中学校への進
学における新しい環境や生活に対する不安感等）の解消を図ります。

出展：ベネッセ教育総合研究所 小中学生の学びに関する実態調査（文部科学省）より

＊単位：％ 複数回答
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３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい

【本市における小中一貫教育の具体的な取組について】

①中学校区共通の重点課題を設定し、その実現に向けて一貫性のある系統的な学習
指導や生徒指導を行います。
★小中学校共通の発達段階に応じた指導事項の明確化

②現行の６・３制を基本に、３つの指導区分に分けて、第Ⅱ期（小５・小６・中１）
の段階における指導方法の工夫改善を重点的に行います。
★小学校５・６年生における一部教科担任制
★特定教科における日常的な小中学校教員相互の交流授業

③中学校区の実態に応じた教科・領域の系統的な教育課程を実施します。
★小中学校の連続性を図る教育課程

④小中学校間の交流活動の促進により、中学校への円滑な適応を図るとともに、社
会性や豊かな心を育成します。
★小学校６年生の中学校生活体験の促進（授業、部活動など）
★多様な形態での異学年交流（児童・生徒会活動、行事など）

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

中１
年

中２
年

中３
年

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年
中１
年

中２
年

中３
年

小学校 中学校

第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期

発達上の段差

中１ギャップ

段 階

発達の特徴

指 導

具体物を使う思考 論理的思考への興味
論理的な思考
の定着

基礎基本の定着を図る繰り返し指導
論理的・抽象的に考える
指導への緩やかな移行

基礎基本を活
用して論理的
に考える指導

緩やかな段差
一部教科担任制・交流授業

中学校生活体験・異学年交流行事

３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的や
メリットを教えてほしい

本市がめざす小中一貫教育
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３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい

３．小中一貫教育について

小中一貫教育の目的やメリットを教えてほしい
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４．通学について

緑台小学校校区から陽明小学校
に通うと通学距離が長くなる
が、その対策はどうするのか。

★通学距離が長くなり（２．３㎞）
高低差はありますが、文部科学省
の基準（４㎞）内です。

★市内他小学校区と比べても、統合
後の当該校区の通学距離は同程度
です。

統合による影響と考えると、在
学中の校区外就学の児童や低学
年に配慮すべきではないか。

★統合による影響を考え、在学中の
一定距離以上に居住する低学年児
童及び校区外就学中の児童を対象
に、年度を限定した通学支援策を
検討中です。

４．通学について

★児童の安全指導については、緑台小学校及び陽明小学校
で活動されている学校安全協力員のご協力を引き続きお
願いします。

登下校中の安全については何か手立てを考えているのか。

★通学路の変更や始業終業時間、登校班の編成などについ
ては、当該学校と協議して検討します。

統合に関わる
協議会

★バス通学をする児童は登校班によらない通学なので、通学支援期間は利用児童
数に応じて必要な見守りを行う方向を検討しています。

★登下校のこども見守りサービスについては、校長会及び連合ＰＴＡを通して情
報提供しています。

★防犯カメラの設置については、各校区の通学路を中心に設置する方向で検討し
ます。
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５．学校支援について

環境が変わるので、子どもたちの心のケアをしてくれる職員が必要ではないか。

★統合までの期間を活用して、当該小学校２校どうしの教育課程を検討する
とともに、子どもたちが交流できるよう学校行事などの時期や内容を工夫
して実施します。

★統合による児童の心理的不安を解消するため、現在、中学校区に１名配置
されているスクールカウンセラーを活用し、該当校に対し、重点的に相談
業務に当たるよう、調整します。

★統合によって移動する学校については、統合年度の前後２年間について
「こころの相談員（仮称）」を配置する方向で検討しています。
＊児童へのカウンセリング
＊カウンセリング等に関する教職員及び保護者に対する助言・援助
＊その他児童生徒のカウンセリング等に関し各学校が適当と認めるもの

入学校の決定
（辞退者等の確認）

５．学校支援について

あらかじめ統合する予定の小学校に校区外就学を希望する児童が増えて、統合さ
れる学校の児童数が減り、単学級になる可能性がある。

【校区外通学の特例措置について】

① 住所地に基づく本来指定校の隣接校区に限る

② 通学は徒歩、または公共交通機関による

③ 交通費等の公費助成は無い

④ 申請校に兄弟姉妹が就学する申請者は、抽選免除

⑤ 卒業後引続き校区外中学へ申請した者は、抽選免除

統合前年度まで適用

１２月下旬

１２月初旬

決定者に通知発送
（新年１月末頃に発送予定）

・現在の１～５年生について、特例措置に関する意向確認調査を実施

・指定校区外への希望者数を確認
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５．学校支援について

あらかじめ統合する予定の小学校に校区外就学を希望する児童が増えて、統合さ
れる学校の児童数が減り、単学級になる可能性がある。

平成２８年度入学生より、保護者の意向で、校区外就学制度の特例措置として、
統合予定校への入学を認めています。

★統合される予定の小学校の入学児童が減少し、新入生が単学級になった場
合、当該校の学習環境を支援するため、人的配置により、複数教員でのかか
わりによる多面的な児童理解、児童への指導補助、学級担任の業務補助を行
うべく、「統合調整加配（単学級対応）（仮称）」が必要であると認識して
おり、その予算化に向け検討しています。配置年度は統合前年度までとする
ものです。

６．跡地活用について

まちづくりの視点から跡地活用についても計画的に進めてほしい。

★跡地活用については、まちづくりの視点から大きく考えていく必要があるため、
市長部局を窓口に進めていきます。

統合後の校舎等の跡地については、地域からの要望を踏まえつつ、利活用します。

教育財産

教育委員会

普通財産

市長部局
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７．将来的な視点について

平成２７年度 平成３７年度 平成４７年度 平成５７年度

１９，９９３ １５，７１８ １３，０１４ １１，７９８

21,736 19,993 17,734 15,718 14,010 13,014 12,442 11,798 10,926 9,901 8,929 

94,260 87,459 84,361 81,908 77,811 71,141 63,164 58,528 55,198 52,513 49,554 

40,427 
46,520 47,844 46,671 

45,911 
46,687 

48,528 
47,271 

44,847 41,520 
38,071 

156,423 153,972 149,939 
144,297 

137,732 
130,842 124,134 117,597 

110,971 
103,934 

96,554 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成32年

（2020年）

平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

総人口と年齢3区分別人口の将来推計（社人研）

年少人口 生産年齢人口 老年人口

（人）

※あんばい ええまち かわにし創生人口ビジョン（案）より抜粋

少子化が続けば、緑台中や他の小学校も統合するのか。

国立社会保障・人口問題
研究所が平成25年3月に
行った人口推計。

【予算のしくみについて】

４月
～
６月

４月
～
６月

４月
～
６月

７月
～
９月

７月
～
９月

10月
～
12月

10月
～
12月

１月
～
３月

１月
～
３月

★予算は原則的に単年度分を編成します。
★予算編成作業は執行年度の前年度中に行い、その設計に基づき予算案とします。
★予算案を議会に提出し、議決を受けた後、執行（使用）します。

平成27年度

H26決算

H27決算

H28
予算編成

H28
予算執行

H27
予算執行

H29
予算編成

平成28年度

H29予算執行

26年度
予算状況

27年度
予算状況

28年度
予算状況

29年度
予算状況

平成29年度

８．スケジュールについて

「持ち帰って検討します」と聞くが、いつまで検討しているのか。
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８．スケジュールについて

第１回説明会の内容については決定事項なのか。

第１回の説明会では、市長部局と協議したうえで、教育委員会としての方向性を
お示しさせていただきました。

年
度

２６ ２７ ２８ ２９ ３０

４
〜
６

７
〜
９

１
０
〜
１
２

１
〜
３

４
〜
６

７
〜
９

１
０
〜
１
２

１
〜
３

４
〜
６

７
〜
９

１
０
〜
１
２

１
〜
３

４
〜
６

７
〜
９

１
０
〜
１
２

１
〜
３

小
学
校

学
校
連
携

校
舎
・
跡
地

活
用

校区審議会

説
明

説
明

統 合

跡地利用計画検討

教育（統合及び小中一貫）に関する協議

予算化 設計 改修等

合同分掌組織での協議

交流・合同行事の実施


